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Ⅰ　はじめに

　今日の技術革新に伴う生活環境や仕事環境の機
械化・自動化は，世界中の人々の日常生活全般に
座位行動を蔓延させている．近年，「座り過ぎ
（too much sitting）」がもたらす健康障害への認識
が高まり，ここ₁₀年間で予防医学や公衆衛生学，
健康教育学などの分野において急速に座位行動研
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日常生活における座位時間の多寡が，心血管代謝性疾患のバイオマーカーや ₂型糖尿病，ある種のが
ん，早世のような健康アウトカムと関連があるという証拠が急速に蓄積されつつある．重要なのは，
これらの関連が身体活動に費やす時間の影響を調整した後でも認められることである．本稿では，成
人を対象にした座位行動研究に関する今後の方向性を明らかにするため，近年の研究動向を行動疫学
の枠組みを応用することによって概観した．
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ジカルモデルおよび環境的関連要因，座位時間を減らすための介入の有効性，座位時間を減らすこと
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結論：今後行うべき座位行動研究として，座位時間が健康アウトカムに及ぼす影響を明確に理解するための
機器を活用した測度による地域住民を対象にした前向き研究，様々な行動場面における長時間にわた
る座位行動の多水準の決定要因を解明するための前向き研究，自宅や職場，移動環境における座位行
動を減少および中断させる更なる介入研究，日常生活において座位時間を減らすことに関するメッ
セージを広めるためのトランスレーショナルリサーチ（マスメディアキャンペーンなど），発症機序
および量反応関係を解明するための実験研究などが挙げられる．
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究は進展した．座位行動は，「座位および臥位にお
けるエネルギー消費量が₁.₅メッツ以下のすべての
覚醒行動」と定義されており₁），これまで身体活
動促進研究で頻繁に用いられてきた「不活動（inac-

tivity）」，すなわち身体活動指針で推奨されている
ような中高強度の身体活動量の不足した状態とは
別の概念として取り扱うべきであることが強調さ
れている₂）．
　米国やオーストラリアの成人の一日覚醒時間に
おける中高強度および低強度の身体活動，座位行
動に費やす時間を示した研究₃,₄）において，これま
での運動疫学研究で注目されてきた中高強度の身
体活動の実施状況は，成人における一日覚醒時間
のわずか ₅％程度であり，大半の時間を低強度の
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身体活動（₃₅～₄₀％）および座位行動（₅₅～₆₀％）
が占めている（図 ₁）．そのため，いかにして座位
行動に費やす時間を減らし，低強度の身体活動時
間を増加させることができるかが重要な視点と
なっている．
　Owen₅）は，座位行動研究を推進するにあたり，
行動疫学の枠組み（図 ₂）を応用することの重要
性を指摘している．この枠組みでは，座位行動と
健康アウトカムの関連を確立することに加えて，
座位行動の評価方法の確立や，国民の座位行動の
分布や変動の把握，座位行動の決定要因の解明と
いった研究成果に基づいて，効果的な介入方法の
開発と評価を行うことを重視し，それらの成果を
公衆衛生指針や政策に応用することまでも含めて
いる．行動疫学の枠組みを応用する目的は，座位
行動に関する研究を合理的に順序化し，それらを
記述することにより，座位行動の変容を促す介入

方法の策定やその評価，普及戦略開発のための研
究を推進し，真に実用性が高く，公衆衛生学的イ
ンパクトの大きいポピュレーションアプローチ方
法の構築に役立てることにある．
　本稿では，諸外国を中心に行われてきた座位行
動研究に関する最新の動向を行動疫学の枠組みに
沿って整理し，今後の課題について明らかにする
ことを目的とした．なお，子どもや青少年を対象
にした座位行動研究の動向や課題は，行動疫学の
枠組みを応用してすでに体系的にまとめられてい
るため₆），本稿は特に成人を対象にした研究のみ
に焦点を当てて概観した．

Ⅱ　座位行動と健康アウトカムの関連の検討

1．座位行動と死亡リスク

　van der Ploeg ら₇）は，一日の総座位時間が ₄時
間未満の成人に比べて， ₄～ ₈時間， ₈～₁₁時間，
₁₁時間以上と長くなるにつれて，World Health 

Organization₈）による推奨身体活動量を充足してい
たとしても総死亡リスクが₁₁％ずつ高まることを
示している．
　Dunstan ら₉）は，余暇のテレビ視聴に伴う座位
時間が ₁日 ₂時間未満の成人と比較し， ₂～ ₄時
間， ₄時間以上と長くなるにつれて総死亡リスク
が₁₁％ずつ，冠動脈疾患死亡リスクが₁₈％ずつ高
くなり，Veerman ら₁₀）はテレビ視聴のために ₁時
間座位行動を続けるごとに，平均余命が推定で₂₂
分間短くなることも指摘している．Matthews ら₁₁）

の研究では，余暇に週当たり ₇時間以上の中高強
度の身体活動を実施していたとしても，テレビ視
聴時間が ₁日 ₇時間以上の成人（いわゆる，アク
ティブカウチポテト）は， ₁時間未満の成人と比
べて総死亡リスクが₄₇％，冠動脈疾患死亡リスク
は ₂ 倍も高かった．さらに，Patel ら₁₂）は，余暇
におけるテレビ視聴や読書を含む座位時間が ₁日
₆時間以上の成人の場合， ₃時間未満の成人と比
べて総死亡リスクが男性で₁₇％，女性では₃₄％も
高いことを見出している．
　Warren ら₁₃）は，自動車移動に伴う座位時間が

図 1  成人の一日の覚醒時間における各強度の身体活
動および座位行動の占める割合
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図 2　座位行動に関する行動疫学研究の枠組み
 Owen ら₅）
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週平均₁₀時間以上の成人男性は週 ₄時間未満の男
性と比べて，冠動脈疾患死亡リスクが₈₂％も高い
ことを報告している．また，Katzmarzyk ら₁₄）の
研究では，週 ₇.₅ MET・時以上の余暇身体活動の
実施に関わらず，仕事，学校，家事での座位時間
と総死亡および冠動脈疾患死亡リスクとの間には
量反応関係が認められた．
　これら座位行動と死亡リスクに関する研究のシ
ステマティックレビューやメタアナリシス₁₅-₁₈）の
結果を総合すると，身体活動の実施とは独立して，
長時間にわたる座位行動が総死亡および冠動脈疾
患死亡のリスクを高める可能性がある．
2 ．座位行動とその他の健康アウトカム

　座位行動と BMI・体重増加，肥満・過体重，腹
囲増加， ₂型糖尿病，冠動脈疾患の危険因子，が
んのリスクとの関連が前向きコホート研究により
盛んに検討され，近年ではシステマティックレ
ビューやメタアナリシスにより知見が整理されて
いる₁₅-₁₉）．図 ₃ に，₁₉₉₆～₂₀₁₁年の間に公刊され
た座位行動と種々の健康アウトカムとの関連につ
いて検討した前向き研究のみのシステマティック
レビュー₁₉）の概要を表した．現状では座位行動の
評価方法などの研究手法に改善の余地がある研究
が含まれており，BMIや性によって両者の関係性
が異なる研究が存在するものの，定常化した座位
行動は肥満，体重増加，糖尿病，一部のがん，冠

動脈疾患発症リスクと関連がある傾向が示されて
いる．

Ⅲ　座位行動の精確な調査・測定方法の開発

1．質問紙による座位行動の評価

　地域住民を対象とした大規模コホート研究にお
ける座位行動は，対象者の負担や実施コストの観
点から，主に質問紙（自記式あるいはインタ
ビュー形式）を用いて，一日の総座位時間あるい
は各領域（余暇，仕事，移動）の座位時間および
領域内の特定の座位行動時間（テレビ視聴時間な
ど）が評価されてきた．これらの質問紙には，単
項目による尺度₂₀,₂₁）もあれば，各領域や特定の座
位行動を尋ねる複数項目の合成得点で評価する尺
度₂₂,₂₃）も含まれており，各尺度とも十分な信頼性
および妥当性が確認されている₂₄）．一方，各領域
の座位時間および領域内の特定の座位行動時間を
評価する尺度も整備されつつある₂₅）．たとえば，
National Health and Nutrition Examination Survey

（NHANES） や Australian Diabetes, Obesity and 

Lifestyle Study （AusDiab） で使用されている余暇
のテレビ視聴時間に関する評価項目₂₆,₂₇）や，仕事
中の座位時間を評価するための尺度₂₈-₃₀）の開発も
盛んに行われている．
2 ．加速度計などによる座位行動の評価

　近年は，大規模なコホート研究においても座位
行動を加速度計により客観的に評価した研究がみ
られるようになった．代表的な加速度計の ₁つと
してActigraph（ActiGraph LLC, Pensacola, FL）が
挙げられる．米国における₂₀₀₃～₂₀₀₆年にかけて
行われた NHANESでは， ₁ 軸加速度計である
model ₇₁₆₄ を使用した大規模調査が実施されてお
り，連続測定された重心加速度変化に関するデー
タが ₁分間に₁₀₀カウント未満の場合を座位時間と
判断して分析に用いている₃₁）．その後，より短い
epoch length（何秒単位でデータを集計するかと
いう条件）でも測定可能な Actigraph GT₁Mに改
良され，さらに測定精度を高めるために ₃軸加速
度計として Actigraph GT₃XおよびGT₃X＋が開発

図 3  座位行動と健康アウトカムの関連を検討した前
向き研究（1996～2011年）のまとめ
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されている．
　現状では大規模コホート研究には用いられてい
ないが，介入研究の効果判定などの場面でより精
確に座位行動を評価する際に有用な機器も存在す
る．たとえば，加速度計では座位と立位に代表さ
れる静的行動を明確に判別することが難しい．その
ため，activPAL（PAL Technologies Ltd, Glasgow, 

UK）のような自由生活下での姿勢情報を客観的に
評価することが可能な傾斜計（インクリノメータ）
を応用することが推奨されている₃₂）．また，
Microsoft SenseCam技術を応用したウェアラブル
カメラを用いて自由生活下における座位行動の評
価が試みられている．首から胸のあたりに装着し
たカメラにより₁₀～₁₅秒ごとに自動的に写真が撮
影されるとともに，内蔵されている多様なセンサ
により，外界の変化が検出されたときにも写真が
撮影される仕組みになっている．SenseCamを用
いることで，テレビ視聴時間やスクリーンタイム，
事務業務がかなり精確に分類できる一方，加速度
計（GT₃X）評価による一日総座位時間とは₃₀分程
度の差異が認められている₃₃）．

Ⅳ　国民の座位行動の分布および変動の把握

1．座位行動の分布

　Bauman ら₃₄）は，世界₂₀ヵ国における平日の総
座位時間の分布を報告している．₂₀ヵ国全体の一
日総座位時間の中央値は₃₀₀分であり，日本はサウ
ジアラビアと並んで₄₂₀分と₂₀ヵ国中最長であった
（図 ₄）．また，米国の NHANES ₂₀₀₃～₂₀₀₆デー
タによると，加速度計評価による総座位時間が平
均 ₈時間／日近い₃₀歳代に比べて，₆₀歳代では約
₁時間，₇₀歳以上では約 ₂時間長いことが示され
ている₂₄）．また同様の調査において，テレビ視聴
時間が ₂時間以上の成人はすべての世代で ₆割以
上存在し，高齢期には ₈割に達することが確認さ
れた．一方で，若い世代（₂₀歳代，₃₀歳代）の約
₄割にパソコン利用時間が長い傾向がみられた．
2 ．座位行動の変動

　Chau ら₃₅）は，₁₉₉₂年，₁₉₉₇年，₂₀₀₆年に実施
された Australian Time Use Surveyにおける生活
時間記録データを用いて，領域ごと（睡眠，仕事，
移動，余暇，家事，教育）の座位時間の変動傾向
を示している．仕事以外の座位時間は，₁₉₉₇年は
₂日間の平均が₈₉₄分であったのに対し，₂₀₀₆年に
は₉₀₆分とわずかではあるが増加し，特に移動や教

図 4  世界20ヵ国における平日の座位行動時間
 Bauman ら₃₄）を基に作成
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育に関連した座位時間が増える傾向が認められた．
Sugiyama ら₃₆）は，₁₉₉₇～₂₀₀₈年に実施された
Sydney Greater Metropolitan Area Household 

Travel Surveyのデータを ₃ 年ごと ₄ 期間に分類
し，自動車運転に伴う長時間にわたる座位行動
（ ₂時間以上／日）の分布の変動について検討して
いる．その結果，男性の場合は₁₈.₁％→₁₆.₉％
→₁₆.₆％→₁₇.₈％と推移しているのに対し，女性
の方は，₁₀.₃％→₁₀.₉％→₁₁.₄％→₁₁.₄％と漸増
傾向にあった．

Ⅴ　座位行動の関連要因・決定要因の解明

1．座位行動のエコロジカルモデル

　Owen ら₃₇）は，座位行動の関連要因をより良く
理解するために，「座位行動のエコロジカルモデ
ル」を提案している（図 ₅）．このモデルでは，余

暇，家事，移動，仕事といった ₄つの領域におけ
る座位行動を取り上げ，各領域に特有の座位行動
場面に関与する可能性のある要因が想定されてお
り，特に環境的要因や政策的要因の影響を重視し
ている．ここでは，座位行動と環境的要因の関連
に焦点を当てた先行研究を概観する（座位行動の
関連要因全般の概要については，Rhodes ら₃₈）を
参照）．
2 ．座位行動と環境的要因との関連

　Sugiyama ら₃₉）は，地理情報システム（Geo-

graphic Information System: GIS）により評価した
近隣環境の善し悪しとテレビ視聴時間との関連に
ついて検討を行っている．自宅近隣のウォーカビ
リティ（道路の連結性，世帯密度，土地利用の多
様性，目的地へのアクセス）が低い地域に住む女
性は，中程度あるいは高い地域に住む女性よりも

図 5　座位行動のエコロジカルモデル
　　　Owen ら₃₇）
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(ニュース,宣伝),ス
ポーツ観戦,非公式

の議論

自宅環境
電化された
娯楽(受動的･能動

的),リモコン,省
力機器,座る･横に

なるための家具

電気料金,省
エネ特区条例
の奨励

レクリエーション
環境

公園のシート,座る
ことを促す公園の

デザイン,映画館･

ゲームセンター
等のスクリーン
の娯楽,スポーツ
観戦

近隣環境
脆弱な歩行者･
自転車用施設,
景観,交通安全

ヘルスケアで取り扱
われない座位行動,歩

道の要求,移動への
投資･規制,公的レク

リエーションへの

投資,公園デザイン
政策

政策環境

天気,地形,
大気環境

学校環境
近隣ウォーカビリ

ティ,歩行者･自転車
用施設,保健体育プ

ログラム,徒歩通学

プログラム
座ることの要求,

保健体育･休み時間
の規則,施設･アクセ

ス政策,学校への安全
な通学路への財政的

支援

職場環境
座る用にデザイン
された家具,近隣
ウォーカビリティ,
駐車場,輸送アク

セス,建築デザイ
ン,階段デザイン,
歩行者･自転車用
施設

移動中の座位行動を促す
情報

安全標識,ラジオ広告･
ニュース,屋外広告

(テレビ,スポーツ)

近隣環境
ウォーカビリティ, 
歩行者･自転車用施設,
駐車場,輸送,交通

座って仕事をする
ことの要求,職場
の健康･安全規則,

休憩の規則,地区
条例,建築条例,

駐車場規制,輸送
機関への投資

地区条例,開発,
規則(歩道の要求),
輸送機関への投資,
交通需要管理,駐車場

規制,開発業者への

インセンティブ
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一日平均テレビ視聴時間が約₁₅％長かった．また
Ding ら₄₀）は，仕事をしていない人の場合，ウォー
カビリティの高さがテレビ視聴時間の ₄年後の増
加を₂₃％も抑制することを報告した．
　Frank ら₄₁）は，GISによって評価したウォーカ
ビリティの構成要素と自動車運転に伴う座位時間
との関連を検討した結果，土地利用が多様でない
こと，世帯密度が低いこと，道路の連結性が悪い
ことが，移動（自動車運転）に伴う長時間の座位
行動と有意に関連することを示唆している．また，
Kozo ら₄₂）の研究では GIS評価による自宅近隣の
ウォーカビリティが低い人は高い人に比べて，自
動車運転・乗車時間が₁₈.₂分間／日長くなること
が確認されている．さらに，自宅近隣のウォーカ
ビリティを質問紙（Neighborhood Environment 

Walkability Scale）によって評価した研究₄₃）でも，
土地利用が多様であること，歩道・自転車道が充
実していること，交通が安全であること，クルド
サック（袋小路状の道路）が少ないことは，自動
車などを利用した座位による移動時間が短いこと
に関連していた．一方，交通分野においても自動
車の使用と環境的要因の研究が行われている．こ
の分野では自動車による移動距離が研究対象とな
ることが多いが₄₄），利用時間を扱った研究₄₅）もあ
り，明確な中心市街地を持たない地域ほど自動車
による通勤時間が長いことが報告されている．
　一方，ベルギーのゲント在住の成人を対象にし
た Van Dyck らの研究₄₆）は，ウォーカビリティが
高い人の方が低い人よりも，自己報告（₄₃₉.₈分／
日 vs ₄₀₃.₄分／日）および客観的評価による総座位
時間（装着時間における割合：₅₉.₁％ vs ₅₆.₂％）
が有意に長く，これまで主にオーストラリアや米
国で得られた研究の知見とは逆の結果を示した．
そのため，先行研究と大きく環境が異なる国々で
は，座位行動と環境的要因との関連を今後更に検
討していく必要性を示唆している．

Ⅵ　座位行動を改善する介入方法の開発と評価

　Otten ら₄₇）は，余暇における座位行動を減らす

目的で，一日 ₃時間以上テレビを視聴している過
体重・肥満者を対象に，テレビロックアウトシス
テム（週当たりのテレビ視聴時間の許容上限を超
えると，自動的にテレビ視聴が制限される仕組み）
を利用した ₃週間の介入がテレビ視聴時間に及ぼ
す影響をRCTにより検討している．その結果，介
入群ではテレビ視聴時間が₆₁％も減少することを
明らかにした．また，Gardiner ら₄₈）の高齢者を対
象にした介入研究では，対面でのコンサルティン
グ（目標設定の活用）および個人仕様の手紙によ
る各 ₁ 回ずつの支援を組み合わせたプログラム
（Stand Up For Your Health）により，総座位時間
が有意に減少する（₃.₂％／日）とともに座位行動
中断回数の有意な増加（₄.₀回／日）が認められ
た．
　仕事中の座位行動を改善する試みとして，Evans 

ら₄₉）はパソコンから₃₀分ごとに座位行動の中断を
促す選択刺激（Point-of-Choice Prompt）の配信と
脱座位行動の重要性に関する教育とを組み合わせ
た介入効果をRCTにより検討し，選択刺激がある
方が勤務日における₃₀分以上の長時間座位行動の
頻度や時間（ ₁日に占める割合）の改善に有効で
あることを明らかにしている．また，Alkhajah ら₅₀）

は身長や用途に合わせて，座位と立位での作業姿
勢を容易に切り替えることが可能なワークステー
ション（Ergotron, Inc, Eagan, Minnesota）を用い
た環境介入を行い，仕事場での座位時間が₁₄₃分／
日，起きている間の座位時間が₉₇分／日減少し，
その効果が ₃ ヶ月後まで持続することに加え，
HDLコレステロール値も有意に増加することを示
した．また，同様のワークステーションを用いた
₄週間の介入研究（Take-a-Stand project）では，
仕事中の座位時間が₆₆分間／日減少するとともに，
腰部痛・頸部痛および気分状態などの主観的健康
状態にも改善が認められている₅₁）．現在，この
ワークステーションを用いた環境介入に加え，組
織介入（リーダーシップ，上級管理職の従事など）
および個人介入（対面および電話支援）を組み合
わせた包括的プログラムによるクラスター RCT
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（Stand Up Victoria Study）がオーストラリアのビ
クトリア州にある行政機関の従業員を対象に行わ
れており₅₂），今後の研究成果が待たれるところで
ある．

Ⅶ　エビデンスの公衆衛生指針・政策への応用

　諸外国では身体活動関連の指針や学会声明など
により，座位行動の改善を通じた健康づくりに関
する内容についてわずかではあるが言及されるよ
うになってきた．₂₀₁₁年に公表された英国における
身体活動指針である「Start Active, Stay Active」₅₃）

では，英国民の生涯にわたる健康づくりに寄与す
る身体活動の量や時間，頻度，種類などに関する
記述に加えて，子どもから高齢者までのあらゆる
国民において座位時間を減らすことを奨励してお
り，成人の場合，「All adults should minimise the 

amount of time spent being sedentary（sitting）for 

extended periods（すべての成人は長時間にわたる
座りがちな（座位）時間をできるだけ少なくする
べきである）」といった内容が盛り込まれている．
　また，米国スポーツ医学会の声明である「Quan-

tity and Quality of Exercise for Developing and 

Maintaining Cardiorespiratory, Musculoskeletal, 

and Neuromotor Fitness in Apparently Healthy 

Adults」₅₄）においても，「in addition to exercising 

regularly, there are health benefits in concurrently 

reducing total time spent in sedentary pursuits and 

also by interspersing frequent, shor t bouts of 

standing and physical activity between periods of 

sedentary activity, even in physically active adults

（活動的な成人でさえ，定期的に運動することに加
えて，同時に総座位時間を減らしたり，座位行動
の合間に頻繁に立ったり，短時間の身体活動を行
うことによっても健康効果がある）」といった記載
があり，健常成人の心肺機能や筋機能，神経機能
の維持・向上に果たす運動の量や質に関する詳細
な記述に加えて，活動的な成人においても座位時
間を減らすことや座位行動を中断することを奨励
している．

　現状では，これらの指針や声明は座位時間を減
らすことや座位行動を中断することの重要性に触
れるにとどまっているが，座位行動研究が特に進
んでいるオーストラリアでは，政府から「Taking 

Preventative Action」という National Preventative 

Health Taskforceによる報告「Australia: the health-

iest country by ₂₀₂₀」に対応する形の文書が公開
され，増え続ける過体重・肥満， ₂型糖尿病，冠
動脈疾患を予防するために，職場での座り過ぎを
改善するよう勧告している₅₅）．また，心臓病財団
からは，長時間の座位行動が健康にもたらす悪影
響や座位行動が生じやすい場面への気づきを促し，
座位時間を減らすための具体的なヒントを例示し
た文書「Sitting less for adults」も刊行されてお
り₅₆），脱座位行動に向けての取り組みに関する普
及活動が進みつつある．

Ⅷ　座位行動研究における今後の課題

　座位行動研究を推進していく際には，従来，成
人の健康づくりにおいて推奨されてきた中高強度
の身体活動の促進に加えた形で，座位行動の改善
が強調されるべき点を理解しておくことが重要で
ある．そのため，これまでの座位行動研究の成果
から現段階で提示できる最適なメッセージとして
は，「Stand Up, Sit Less, Move More, More Often

（できるだけ立ち，座り過ぎないようにし，少しで
も多く，より頻繁に動こう）」といった内容が相応
しいと言える₃,₄）．
　本稿において諸外国を中心に行われてきた座位
行動研究の最新動向を行動疫学の枠組みに基づい
て整理した結果，今後この分野の研究を推進して
いくために重要だと考えられる局面ごとの課題が
明らかになった（表 ₁）．局面 ₁については，局面
₂で挙げた課題の解決を前提としつつ，加速度計
評価による座位行動指標を活用した前向きコホー
ト研究の成果の蓄積や，両者の関係を媒介する身
体活動の量や質の検討が必要である．局面 ₃や局
面 ₄の課題としては，客観的評価による座位行動
指標を用いた縦断研究による検討に加え，座位行
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動の関連要因を包括的に検討していくことが望ま
しいと思われる．以上の成果を活かしつつ，局面
₅の課題として，介入プログラムの長期的効果や
座位行動の改善に関わる媒介変数について検討す
ることが挙げられる．局面 ₆に関しては，指針や
声明に込められたメッセージの普及度の把握や普
及戦略の開発と評価が重要な課題になる．また，
座位行動の改善効果が確認されたプログラムを実
社会に還元するためのトランスレーショナルリ
サーチも積極的に行っていくべきである．
　近年，わが国でもテレビ視聴やスクリーンタイ
ムを中心に座位行動研究の成果が報告されつつあ
るが₅₇-₆₁），まだその緒に就いたばかりである．今
後は，表 ₁に挙げたような課題を解決するための
研究に加えて，座位行動が健康障害を引き起こす
メカニズムを解明するための実験研究₆₂）をさらに
積極的に推進していく必要がある．一日どのくら
いの座位時間が健康障害を引き起こすのか，どの
ような種類の座位行動をどのくらいの頻度で中断
すれば健康障害を予防できるのかといった点が解
明されれば，世界各国における健康づくりに関連
した指針や学会声明などに具体的な内容が反映さ

れ，公衆衛生の現場や臨床場面で有効活用される
ことにつながるであろう．

付　記

　本稿は，₂₀₁₁～₂₀₁₃（平成₂₃～₂₅）年度独立行政法
人国立がん研究センターがん研究開発費「ソーシャル
マーケティングを活用したがん予防行動の普及に関す
る研究（₂₃-A-₅）」および早稲田大学スポーツ科学研究
科グローバルCOEプログラム「アクティヴ・ライフを創
出するスポーツ科学」に基づく研究成果の一部である．
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Science of sedentary behavior: application of the 
behavioral epidemiology framework
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Abstract
Background: In contemporary society, prolonged sitting has become pervasive in our lives across many set-

tings, including transportation, the workplace, and the home. There is a rapidly accumulating evidence that 
large volumes of daily sedentary time (typically in the contexts of television viewing, computer use, work-
place sitting, and time spent in automobiles) are adversely associated with cardio-metabolic risk biomarkers, 
type ₂ diabetes, some types of cancer, and premature mortality. Importantly, these detrimental associations 
remain even after accounting for time spent in physical activity. To inform future directions on sedentary 
behavior research among adults, the present paper reviews the evidence from recently-published studies, 
applying the behavioral epidemiology framework. 

Contents: This review includes evidence on the relationships with sedentary behavior (too much sitting) with 
health risk indicators; self-report and device-based measurement of sedentary behaviors; the prevalence and 
trends for key sedentary behaviors; an ecological model and the environmental correlates of sedentary 
behavior; the effectiveness of interventions to reduce sedentary time; and, an overview of public health rec-
ommendations on reducing and breaking up sedentary time. 

Conclusions: Future directions for sedentary behavior research are as follows: population-based prospective 
studies using device-based measures to better understand the impact of sedentary time on health outcomes, 
prospective studies to clarify the multiple levels of determinants of prolonged sitting time in different life 
settings, further intervention trials to reduce and break up sedentary behaviors in domestic, workplace, and 
transportation environments, translational research (such as mass media campaigns) to spread messages 
about reducing sitting time in daily life, and experimental studies to determine underlying mechanisms and 
dose-response relationships.
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